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である。したがって，「より汎用性の高い判例法理」とは，
行政手続においては，聴聞・弁明手続という適正手続の中核的内容
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
を必ず保障しなければならないという考え方と解す
ることができるであろう。そういう意味での判例法理であれば，「行政手続法の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律により100を超える法律について聴聞・弁明手続の適用が除外された」（23）ことを考慮すると，その価値は高いであ
ろう。だが，最高裁は，憲法31条による「保障が及ぶと解すべき場合であっても，一般に，行政手続は，……行政処
分の相手方に事前の告知，弁解，防御の機会を……常に必ず与えることを必要とするものではないと解するのが相当で
ある」（24）と判示していることからすれば，行政手続法の適用が除外された行政手続にも聴聞・弁明手続の機会が保障
されるかどうかは不明である。
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（3）適正な行政手続と行政手続法
　憲法には適正な行政手続を保障する根拠規定が存在しておらず，憲法のいかなる原理・原則，あるいは憲法のいかな
る規定が，適正な行政手続を要請しており，さらに具体的にどのような行政手続のあり方を要請しているかについての
判例理論も確立していない。そのため，適正な行政手続を保障する根拠は，法律が定める手続に関する規定，つまり制
定法準拠主義であると解されてきた。さらに，最高裁判例の制定法準拠主義の傾向を踏まえれば，法律に手続に関する
規定のない場合には，行政手続に適正性を保障することに大きな期待を寄せることができなかった。こうしたことが行
政手続法の制定により適正手続の理念を実定化することにつながった（25）。
　行政手続法の制定によって，遂に行政手続に関しても適正手続が保障されるようになったと言うこともできる。また，
行政手続法が制定された今日，行政手続に関しても適正手続を要請する憲法の根拠規定の探り当てにさしたる意味をも
たせる必要はなくなったと言うこともできる（26）。しかしながら，行政手続法の制定は，制定法準拠主義による解決の
域を出るものではないと考える。なぜならば，行政手続法の適用除外とされた領域については，適正手続の要請が及ば
ないものであると割り切って考えなければならないからである。つまり，行政手続に適正性を要請する問題は，行政手
続法を確認して，それが同法の適用除外とされている領域であるということがわかった時点で片付くので，憲法の出る
幕はないからである。果たして，そのような法的解決方法で良いのであろうか。仮に憲法には適正な行政手続を要請す
る直接の根拠規定がないと割り切って，その探り当てをやめた場合，どのような問題があるのかを再確認しておくべき
である。この問題については，憲法上の生存権と財産権から考えてみたい。
　まず，生存権についてである。憲法25条１項が明確に「権利」として生存権を保障している以上，その法的権利性
は認められるべきである。ただし，法的権利性を認めるとしても「健康で文化的な最低限度の生活」という文言が抽象
的であることは否定できないので，生存権は抽象的権利であると解されている。それゆえ，生存権は，憲法25条１項
に基づき直接その違憲性を裁判上で主張することはできず，生存権を具体化する法律が制定されてはじめて，憲法と一
体となって具体的権利となる。
　次に，財産権，特に財産権の損失補償請求権についてである。適法な行政行為によって個人の財産権に損失が生じた
にもかかわらず，個別の法律の条文に損失補償を定めた規定がない場合，何を根拠にして財産権の損失を補償するのか
である。この点について，最高裁は，個別の法律の条文に「損失補償に関する規定がないからといつて，同条があらゆ
る場合について一切の損失補償を全く否定する趣旨とまでは解されず，……直接憲法29条３項を根拠にして，補償請
求をする余地が全くないわけではない」（27）と判示している。すなわち，財産権の損失補償請求権は具体的権利である
から，憲法29条３項に基づいて直接請求ができるのである。
　上述したとおり，個人が保障を求める権利が，憲法上，法的権利としての性格をもつことは，その保障の主張に対す
る裁判所の判断の対象となりうること，すなわち，裁判規範としての性格をもつことである。たとえ個別の法律に人権
を保障する規定がなかったとしても，憲法に直接の根拠規定があれば，あるいは憲法に根拠となり得る規定を見いだせ
れば，その規定を拠り所に裁判所は人権を保障することができるのである。それでは，適正な行政手続の保障の場合は
どうであろうか。
　憲法に直接の根拠規定がないと割り切って，憲法に根拠となり得る規定の探り当てをやめたということは，適正な行
政手続の保障は，憲法上の具体的権利でもなく，かといって，憲法上の抽象的権利であり，それを具体化する法律の制
定によって具体的権利となるというものでもなさそうであると結論づけたということである。そのため，裁判において，
個別の法律に手続に関する規定がない場合，その手続の瑕疵を憲法の規定で補って適正性を確保することは，もはや困
難である。このように考えてみれば，行政手続に関しても適正手続を要請する憲法の根拠規定の探り当てには意義があ
ると考える（28）。
５．憲法と行政法の基本原理
　なぜ行政法は法律で国家権力を羈束しようとするのか。それは，「法治主義」が行政法の基本原理であるからである。
この答え方は，あながち間違っているわけではない。しかしながら，行政法は，法律で国家権力を羈束しようとする根
源的な理由を考える視点を欠いている。それは仕方ないであろう。なぜならば，その根源的な理由を行政法に付与する
のは，最高法規であり行政法の法源でもある憲法が担うべきものであると考えるからである。つまり，行政法は，憲法
の定める基本的価値を具体化する法であると言われることもあるように，憲法の基本原理をその指針として制定されな
ければならないと考えるからである（29）。それでは，憲法の基本原理とは何であるのか，それが重要である。
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　憲法は，近代立憲主義に立脚している法規範である。近代立憲主義は，国家権力を制限して，個人の権利・自由を保
障するという考え方である。1789年のフランス人権宣言16条は，「権利の保障が確保されず，権力の分立が定められ
ていない社会は，憲法をもつものではない」とし，近代立憲主義と憲法との関係を端的に表している。
　まず，憲法の目的という観点で，憲法の基本原理をとらえてみる。憲法の目的は，個人の権利・自由を保障すること
であり，それが憲法の基本原理でもある。国法体系の観点から見れば，最高法規である憲法の目的を実現するために下
位法の行政法が存在するととらえれば，行政法の目的は，個人の権利・自由を保障することであると解する。端的に言
えば，憲法と行政法の目的は，個人の権利・自由を保障することであるという点で一致していなければならない。
　次に，憲法の目的，すなわち個人の権利・自由を保障するために採る手段という観点で，憲法の基本原理をとらえて
みる。その手段を，個人の権利・自由を保障するために，法で国家権力に縛りをかけることによって，恣意的，あるい
は専断的な国家権力を排斥するという点のみでみれば，憲法の基本原理は，「法の支配」ないし「法治主義」である。
国法体系の観点から見れば，憲法の基本原理である「法の支配」ないし「法治主義」が行政法を統制すると解する。端
的に言えば，個人の権利・自由を保障するために採る手段は，憲法と行政法との間で一致していなければならない。
　しかし，最高裁が示した適正な行政手続に関する判例理論は，憲法・憲法学の視点で見るのか，あるいは行政法・行
政法学の視点で見るのかによって，人権保障という価値のとらえ方とその実現の手段との間にズレが生じているようで
ある。このズレがあるために，人権保障にとって行政手続はどうあるべきなのか，について，憲法と行政法との関連づ
けがなかなか進まないのであろう。憲法と行政法との間で人権保障という価値のとらえ方とその実現の手段にズレが生
じるのは，両者が違う法系を継受して発展してきたことに原因があると考える。それでは，憲法と行政法は，どのよう
な法系を継受してきたのであろうか。
　憲法の法系については，ドイツ（プロイセン）の憲法に倣ったという点において，明治憲法は大陸法系に属する一方で，
アメリカの憲法に倣ったという点において，日本国憲法は英米法系に属する。そして，行政法の法系については，国法
体系の観点から見れば，行政法は，その上位法である憲法と同じ法系に属すると考える。つまり，明治憲法の下にある
行政法は大陸法系に属する一方で，日本国憲法の下にある行政法は英米法系に属すると考える。
６．明治憲法と行政法の基本原理
（1）明治憲法の基本原理
　明治憲法の基本原理について考えてみる。明治憲法は，権利の保障と権力の分立を定めていたので，近代立憲主義の
憲法であった。また，明治憲法は，天皇主権の憲法でもあった。
　まず，個人の権利・自由を保障するという観点で，明治憲法の基本原理をとらえてみる。明治憲法は，近代立憲主義
の憲法でありながら，憲法草案の審議において，天皇主権との関係から臣民の権利・自由を保障する規定を定めること
が問題視された。しかしながら，全く権利・自由を保障する規定を定めないことは，憲法の欠陥と認識されたり，憲法
の信用失墜を招いたりする恐れもあった（30）。そのため，明治憲法は，「第２章…臣民權利義務」において，居住移転の自由，
信書の秘密，言論の自由，結社の自由といった権利・自由を定めていた。この点について，美濃部達吉は，「近代立憲
主義ノ最モ貴重ナル原則ノ一ハ，各人ノ人格ヲ尊重シ，其ノ自由及財產ノ安全ヲ保障スルコトニ在リ，此ノ目的ノ爲ニ，
列國ノ憲法ハ米國諸邦ノ憲法及佛國ノ人權宣言以來ノ例ヲ逐ヒ，概ネ臣民ノ權利ヲ保障シテ，國家ノ權力ヲ以テモ或ル
限度ヲ超エテ之ヲ侵スコト無カランコトヲ定ム。我ガ憲法第二章ノ規定モ亦之ト其ノ主義ヲ同ジクスルモノニシテ，唯
之ニ臣民ノ義務ニ關スル規定ヲモ加ヘタルモノナリ」（31）と述べている。この見解から，明治憲法が「第２章…臣民權利
義務」を設けたことは，明治憲法が，西洋諸国の憲法に範をとり，国家権力を制限して臣民の権利・自由を保障する趣
旨のあらわれであると解することができる。
　次に，個人の権利・自由を保障するために採る手段という観点で，明治憲法の基本原理をとらえてみる。明治憲法は，
「第２章…臣民權利義務」に定める臣民の権利・自由を保障するために採る手段として「法治主義」を採用した。この点
について，美濃部達吉は，「近代ノ立憲國ハ其ノ最モ主要ナル基礎原則ノ一トシテ，凡テ國權ニ依リ國民ノ自由及權利
ヲ侵害スルハ法律ノ定ムル所ニ依ルベキコトヲ要求ス，是レ卽チ法治主義ノ原則ニシテ，我ガ憲法ノ上諭ニ『朕ハ我カ
臣民ノ權利及財產ノ安全ヲ貴重シ及之ヲ保護シ此ノ憲法及法律ノ範圍内ニ於テ其ノ享有ヲ完全ナラシムヘキコトヲ宣言
ス』ト曰ヘルハ，之ノ原則ヲ承認セルモノニ外ナラズ」（32）と述べている。ここで重要なのは，「法治主義」で保障さ
れる臣民の権利・自由の観念である。臣民の権利・自由の観念の根底には，「我憲法ハ人類天賦ノ絶対的権利トシテ之
ヲ待ツモノニアラズ，純然タル国定法ノ問題トシテ之ヲ待ツモノナリ」（33）との認識があった。すなわち，明治憲法に
おいては，人権は自然法の中に存在している権利であるという自然権思想が欠落し，臣民の権利・自由は実定法によっ
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てはじめて創設される権利でしかなかった。それゆえ，「第2章…臣民權利義務」に並んだ条項が憲法の中に留まるかぎり，
個別・具体的な臣民の権利・義務は現在しない，あるいは不明であるため，議会が「第２章…臣民權利義務」の中から
条項を取り出し，法律によってその条項に個別・具体的な形を与えてはじめて，臣民の権利・自由は現在するとともに，
国家権力から保障される臣民の権利・自由の範囲が画定すると解することができる。この点について，美濃部達吉は，「憲
法ハ其ノ各條ニ於テ臣民ガ法律ノ範圍内ニ於テ何々ノ自由ヲ享有シ，又ハ法律ニ定メタル場合ヲ除ク外其ノ自由ヲ侵サ
レザルコトヲ定メタルニ止マリ，國民ガ法律ニ依リテモ侵サレザル權利ヲ有スルコトヲ定メズ。法律ニ依リテハ如何ナ
ル制限ヲモ定ムルコトヲ得ベク，國民ガ現ニ如何ナル限度ニ於テ其ノ自由ヲ享有スルカハ一ニ法律ノ定ムル所ニ依リ，
憲法ニ依リテハ之ヲ知ルコトヲ得ズ。憲法ハ唯行政權及司法權ガ法律ニ從ヒテ行ハルコトヲ要シ，法律ノ規定ニ基カズ
シテ其ノ自由ヲ侵スヲ得ザルコトヲ定ムルノミ」（34）と述べている。したがって，明治憲法下における行政権ないし行
政手続による臣民の権利・自由に対する保障ないし侵害は，法律の有無および法律の規定に委ねられていたということ
である。
（2）明治憲法下の行政法の基本原理
　憲法の目的という観点でとらえた明治憲法の基本原理は，臣民の権利・自由の保障であり，憲法の目的のために採る
手段という観点でとらえた明治憲法の基本原理は，「法治主義」であった。それでは，明治憲法下にある行政法の目的
とその目的のために採る手段は，明治憲法の基本原理と整合性があるのかが問題である。この問題について，美濃部達
吉は，次のとおり述べている。「憲法の主要な目的の一」，「それは人民の權利を保障すること」である。「行政法は憲法
の基礎の上に存するもので，行政に關して憲法の中に明示若くは黙示を以つて規定して居る各種の原則」のうち，人民
の権利を保障する「目的の爲めに憲法第22條乃至第29條の各條に於いて，臣民は法律に依るに非ざれば，其の自由及
び財産を侵さるることの無いことを規定して居る。……卽ち國權の必要に因り人民の自由及び財産を制限するには，法
律を以つて其の範圍を分劃することを要し，その範圍内に於いては其の安全が憲法に依り保障せられて居るもので，行
政權の専恣の作用に依つてこれを制限することを許さないものとすることが，憲法の趣旨の存する所である。……法治
主義の原則の意味する所は，……法律の根據に基づくのでなければ，行政作用に依つては人民の自由及び財産を侵すを
得ないことに在る。言ひ換ふれば人民に義務を命じ權利を制限するには，常に法律の規定を要し，行政の作用は唯法律
に従つて，法律の範圍内に於いてのみこれを爲し得るのである」（35）。したがって，明治憲法下において，行政法の目
的という観点でとらえた行政法の基本原理は，臣民の権利・自由の保障であり，そして行政法の目的のために採る手段
という観点でとらえた行政法の基本原理は，「法治主義」であった。
（3）小括
　明治憲法は，ドイツ（プロイセン）の憲法に倣って制定されたことから，その憲法の下にある行政法は，大陸法に倣っ
て理論化されてきた。そのため，明治憲法と行政法の目的は，実定法によって創設される臣民の権利・自由を保障する
という点で一致する。また，臣民の権利・自由を保障するために，明治憲法と行政法が採る手段は，「法治主義」で一
致する。「法治主義」の眼目は，法律をもって行政権発動の限界を定め，この法律に行政を従わせようとすることである。
すなわち，行政府は「法律の定めどおり」の行為を行えば足りることとなり，それ以上の行為を行うことは，違法な行
為としての性質を帯びることとなる。したがって，明治憲法下における行政権ないし行政手続による臣民の権利・自由
に対する保障ないし侵害は，法律の有無および法律の規定に委ねられていたということになる。
７．日本国憲法と行政法の基本原理
（1）日本国憲法の基本原理
　日本国憲法の基本原理について考えてみる。日本国憲法は，権利の保障と権力の分立を定める近代立憲主義の憲法で
ある。
　まず，個人の権利・自由を保障するという観点で，日本国憲法の基本原理をとらえてみる。日本国憲法は，「第３章…
国民の権利及び義務」においてさまざまな人権条項を規定している。これらの条項の中で，日本国憲法は，11条で「基
本的人権は，侵すことのできない永久の権利」であると明記している。この表現は，社会状態に入る前の自然状態にお
いて人は自然権を有する，という自然権思想に人権が由来することを反映している。つまり，人権は，国家が国民に恩
恵的に与える権利ではなく，人が人であるというそのことだけで有する権利であることを示している。さらに，日本国
憲法は，実質的に終章である「第10章…最高法規」の冒頭に掲げた97条で「基本的人権は，……侵すことのできない永
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久の権利」であることを再び宣言している。したがって，日本国憲法が「第３章…国民の権利及び義務」を設けたことは，
この憲法が，英米の近代立憲主義の系譜に属し，国家権力を制限して，国民の権利・自由を保障する趣旨のあらわれで
あると解することができる。
　次に，個人の権利・自由を保障するために採る手段という観点で，日本国憲法の基本原理をとらえてみる。日本国憲
法は，「第３章…国民の権利及び義務」に定める国民の権利・自由を保障するために採る手段として「法の支配」の原理
を採用している。この点について，日本国憲法98条１項は，「この憲法は，国の最高法規であつて，その条規に反する
法律，命令，詔勅及び国務に関するその他の行為の全部又は一部は，その効力を有しない」と定め，憲法が国法体系の
中で最も強い形式的効力をもっていることを明らかにしている。確かに，憲法と法律の効力に優劣をつけるために，憲
法が形式的効力関係において最高法規性を有するとしても，それだけでは十分ではなく，憲法の内容が規範として実質
的に最高の価値をもっていなければならない。憲法が実質的に最高位に位置する法規範であるというためには，その根
拠が重要である。その根拠については，日本国憲法全体の中での憲法98条１項の位置づけから考えてみる必要がある。
上述したとおり，日本国憲法は，「基本的人権は，侵すことのできない永久の権利」であることを11条と，実質的に終
章である「第10章…最高法規」の冒頭に掲げた97条で宣言している。憲法98条1項は，「第10章…最高法規」の中に，し
かも憲法97条の後に置かれている。このような章と条文の構成から解釈して，日本国憲法の目的は，人権を保障する
ことにある，と観念され，それが憲法の実質的最高法規性の根拠となっている。また，明治憲法下において個人が軽視
されてきたことの反省にたって，憲法13条は「すべて国民は，個人として尊重される。生命，自由及び幸福追求に対
する国民の権利については，公共の福祉に反しない限り，立法その他の国政の上で，最大の尊重を必要とする」と定め，
個人の人格的価値および国民の権利が重視されることを確認している。それゆえ，憲法が国会の立法権や内閣の行政権
を拘束するということのみならず，憲法81条で法律の内容や行政行為が憲法に適合するかどうかを裁判所が審査する
権限も規定されている。上述したように，日本国憲法に「第10章……最高法規」が設けられた憲法上の意義を考慮すれば，「法
の支配」が日本国憲法の基本原理であることを示している（36）。そして，日本国憲法が明治憲法の小手先の部分的変更
ではなく憲法の基本原理の根本的な構造的転換によって制定されたものであるかぎり，行政手続を統制する基本原理も
憲法の根本的な構造的転換に巻き込まれて当然である。したがって，日本国憲法の下では，「法の支配」が行政手続を
統制する基本原理であると考える。
（2）日本国憲法下の行政法の基本原理
　憲法の目的という観点でとらえた日本国憲法の基本原理は，国民の権利・自由の保障であり，憲法の目的のために採
るべき手段という観点でとらえた日本国憲法の基本原理は，「法の支配」である。それでは，日本国憲法下にある行政
法の目的とその目的のために採る手段は，日本国憲法の基本原理と整合性があるのかが問題である。行政法の目的につ
いては，それが国民の権利・自由の保障であるので，日本国憲法の基本原理と整合性があるという点におそらく異論は
ないであろう。だが，行政法の目的のために採る手段については，概ね2つに見解が分かれる。ただし，どちらの見解
も，「法治主義」は，ドイツにおける「法治国」（Rechtsstaat）に由来し，法治国の主義という概念として成立したうえに，
明治憲法がドイツ（プロイセン）の憲法に倣って制定されたため，ドイツ法の影響を受けて，「法治主義」が明治憲法
下における公法原理となったが，第二次大戦後の日本国憲法の制定とともに英米法における「法の支配」の原理が導入
された，という点は同じである（37）。
　まず，１つの見解は，英米法系に属する日本国憲法が「法の支配」をとっているにもかかわらず，行政法は大陸法の
「法治主義」を採用しているという趣旨である。大浜啓吉は，「『法の支配』の原理こそ憲法を支える原理だと強調する
のは，国家原理が180度転換した以上，明治国家の公法原理との断絶を明確にする必要を強く感じているからに他なら
ない」（38）と述べている。つまり，「法治国家ないし法治主義が，『法律の支配』を中核とし，歴史的・理論的に民主主
義や人権保障の要請に応えることのできないものである以上，明治憲法の立憲君主制下の行政法理論と決別し，『法の
支配』の原理を導きの糸として憲法適合的な行政法の基本原理を構築する必要がある」（39）というのである。
　次に，もう１つの見解は，行政法は大陸法の「法治主義」を採用しているが，「法治主義」の内実は英米法系の日本
国憲法の新しい原理に合わせて変容しているという趣旨である。高田敏は，「法治主義の形式的法治主義から実質的法
治主義への転換を通して，法治国家・法治主義も法の支配もともに，日本国憲法原理を表示する概念とされ，現在にい
たっている」（40）と述べている。つまり，法治国にとって，「法治主義」は，元来，人権を保障するために，国権の発
動を法に拠らしめようとするものであった。ただ，明治憲法そのものが「外見的立憲主義」であったがゆえに，明治憲
法下においては，「法治主義」の要素から人権を保障するという目的面が欠落するとともに，手段面も極めて不十分で
あった。このような「法治主義」は，その目的・内容面の欠落に着目して，「形式的法治主義」と称される。しかしな
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がら，日本が範としたドイツにおいては，「形式的法治国」は歴史の一定段階のものと解され，第二次大戦後，ボン基
本法の成立により，人権保障という目的・実質とそれを実現する手段・形式をともに要件とする「実質的法治国」へと
転換を遂げたとされる（41）。日本においても「明治憲法から日本国憲法への憲法原理の転換は，そこにおける法治主義
の転換をもたらした。現在，一部の世俗的理解は別として，少なくとも公法学においては，法治主義を，人権保障とい
う内容を包摂するものと理解するのが一般的である。日本国憲法は，そのような意味において法治主義を採用している」
（42）ということができるであろう。
（3）小括
　憲法学において「法の支配の内容として重要なものは，現在，①憲法の最高法規性の観念，②権力によって侵されな
い個人の人権，③法の内容・手続の公正を要求する適正手続（due…process…of…law），④権力の恣意的行使をコントロー
ルする裁判所の役割に対する尊重，などだと考えられている」（43）。憲法学は，上述した法の支配の内容として重要な
ものを憲法が規定していることをもって，日本国憲法が「法の支配」の原理を採用していると捉えている。
　一方の行政法学において「実質的法治主義は，人権保障を目的とし，権力分立，法による国家作用（司法，行政およ
び立法），適正手続，救済制度等をその手段として整備しようとするものである。それの日本国憲法上の根拠は，まず
第一に，不可侵・永久の権利を信託・保障した第97条・11条であり，第二に，そのような人権を保障した憲法の最高
法規性（98条），第三に，そのような憲法を保障し，法律その他の国家行為の人権への羈束を担保する違憲審査制（81条）
である。このように解すれば，実質的法治主義の憲法上の根拠は，法の支配のそれと共通のものと言うことができよう」
（44）。行政法学は，実質的法治主義の憲法上の根拠が法の支配の内容を規定している憲法上の根拠と重なることを示して，
日本国憲法が「実質的法治主義」と「法の支配」とを採用していると捉えている。
８．おわりに
　日本国憲法の下で，行政手続を統制する行政法および憲法の基本原理は，「法治主義」と「法の支配」のうち，どち
らなのか，あるいは両方なのか，ということである。
　個人の権利・自由を保障するために，法で国家権力に縛りをかけることによって，恣意的，あるいは専断的な国家権
力を排斥するという点のみを見れば，「法治主義」は，近代立憲主義の基本原理である。しかしながら，近代立憲主義にとっ
て，個人の権利・自由の観念と法の観念が重要である。
　明治憲法には，人権は実定法によってはじめて創設される権利ではなく，自然法のなかに存在している権利であると
いう自然権思想が欠落していた。明治憲法は，「第２章…臣民權利義務」のなかに自然権を採り入れて，その法的権利性
を宣言していない。それゆえ，憲法の目的は個人の権利・自由を保障することにあるとは観念されず，憲法が議会の立
法に関する権限を拘束するということのみならず，議会の協賛を経て制定された法律の内容が憲法に適合するかどうか
を裁判所が解釈し審査する権限も確立されなかった。したがって，明治憲法は，個人の権利・自由を保障するために採
る手段として「法の支配」を採用していなかったということができる。それに対して，国家権力を縛る法の内容に対す
る明治憲法の縛りが緩かったために，個人の権利・自由の保障が不十分であったことを踏まえて，日本国憲法は，個人
の権利・自由の概念も法の概念も一新した。そのため，日本国憲法は，個人の権利・自由を保障するために採る手段と
して「法の支配」を採用している。だが，明治憲法から日本国憲法に変わったからといって，法で国家権力に縛りをか
けること自体を放棄していないはずである（45）。ということは，日本国憲法は，「法治主義」を継受しつつ，それで足
りないところを「法の支配」で補ったという見方もできるであろう。そのような見方に立つと，行政手続を統制する行
政法および憲法の基本原理は，「法治主義」と「法の支配」ということになる。「法治主義」の眼目は，法律をもって行
政権発動の限界を定め，この法律に行政を従わせようとすることである。そのため，「法治主義」によれば，行政処分
そのものが法律に適合しさえすれば，それがどのような手続でなされたかは重要視されないのである（46）。これに対して，
「法の支配」の眼目は，行政が正しい手続によってなされることのうちに個人の権利・自由の保障を見いだそうとする
ことである。そのため，「法の支配」によれば，行政作用の相手方その他の利害関係者の権利・利益を保護するために
必要な行政処分の告知・聴聞の手続を行政府に要求することが重要視されるのである。したがって，「法治主義」と「法
の支配」という２つの基本原理が，それぞれの足りないところを補完しながら，行政手続を統制しているとすれば，行
政府に対して適正な行政手続を要請することができるはずである。しかしながら，行政府に対して適正な行政手続を要
請することが，今なお憲法上の権利として保障されていないのである。
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田中二郎『行政法の基本原理』（勁草書房，1949年）10頁。
（46）高田敏は「明治憲法下の法治主義は，価値的意味における行政手続を含まず，その結果，当時，行政における適正
手続観は，全く存在していなかった」と述べている。高田・前掲注（37）478頁。
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